
平成１２年(ワ)第１２９４１号　実用新案権侵害差止等請求事件
口頭弁論終結の日　平成１３年６月１８日
                            判　　　　　　決
                  原　　　　　　告　　　　　広和株式会社
                  補佐人弁理士 　　　   　　大　森　忠　孝
                  被　　　　　　告　　　　　石川島汎用機サービス株式会社
                  訴訟代理人弁護士　　　　　有　賀　信　勇
                  補佐人弁理士           　 大　塚　誠　一
                            主　　　　　　文
  １　原告の請求をいずれも棄却する。
  ２　訴訟費用は原告の負担とする。
                            事実及び理由
第１　請求
  １　被告は、別紙物件目録記載の各製品を製造し、販売し、販売のために展示し
てはならない。
  ２　被告は、原告に対し、金１２７８万円及びこれに対する平成１２年１２月８
日（訴状送達日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
    　本件は、後記実用新案権を有する原告が、被告による別紙物件目録記載の各
製品の製造販売等の行為は同実用新案権を侵害するとして、被告に対し、同実用新
案権に基づく上記製造販売等の行為の差止めを請求するとともに、民法７０９条、
実用新案法２９条２項に基づく損害賠償を請求した事案である。
（争いのない事実）
  １　原告は、次の実用新案権（以下「本件実用新案権」といい、その考案を「本
件考案」、本件実用新案権にかかる明細書を「本件明細書」という。）を有してい
る。
    (1)　登録番号　第２５６１７６２号
    (2)　考案の名称　潤滑給油ポンプ
    (3)　出願日　平成３年１０月１６日（実願平３－８３９３７号）
    (4)　登録日　平成９年１０月１７日
  　(5)　実用新案登録請求の範囲
                 【請求項１】 グリース等の粘性流動体からなる潤滑剤を収納し
ている容器の上に被せられる蓋部と、この蓋部に取り付けられた駆動装置と、上記
蓋部に取り付けられて駆動装置により駆動すると共に容器内に挿入されて潤滑剤を
吸い込みかつ吐出するポンプ本体とを備えた潤滑給油ポンプにおいて、前記容器の
近傍位置に支柱を立設し、支柱には一定の上下方向長さを有する昇降部材を昇降自
在に支持し、該昇降部材に前記蓋部を固定し、昇降部材の下端部にワイヤロープ等
の索状伝達部材の一端を連結し、索状伝達部材を支柱上端部まで上方に延ばすと共
に、その他端を適宜の巻き取り装置に連結していることを特徴とする潤滑給油ポン
プ。
  ２　本件考案の構成要件を分説すれば、次のとおりとなる。
    Ａ　グリース等の粘性流動体からなる潤滑剤を収納している容器の上に被せら
れる蓋部と、この蓋部に取り付けられた駆動装置と、上記蓋部に取り付けられて駆
動装置により駆動すると共に容器内に挿入されて潤滑剤を吸い込みかつ吐出するポ
ンプ本体とを備えた潤滑給油ポンプにおいて、
  　Ｂ　前記容器の近傍位置に支柱を立設し、
  　Ｃ　支柱には一定の上下方向長さを有する昇降部材を昇降自在に支持し、
  　Ｄ　該昇降部材に前記蓋部を固定し、
  　Ｅ　昇降部材の下端部にワイヤロープ等の索状伝達部材の一端を連結し、
  　Ｆ　索状伝達部材を支柱上端部まで上方に延ばすと共に、その他端を適宜の巻
き取り装置に連結している
    Ｇ　ことを特徴とする潤滑給油ポンプ。
  ３(1)　被告は、別紙物件目録記載の製品を業として製造販売している（以下、一
括して「イ号物件」という。）。
    (2)　イ号物件を代表するものは、①平成１２年１０月以前はＥＰＭ－２３１Ｌ
型、②平成１２年１０月以降はＥＰＭ－２３１Ｂ型であり、その構造は、①につき
別紙「イ号物件１図１」及び「イ号物件１図２」、②につき別紙「イ号物件２図
１」及び「イ号物件２図２」各記載のとおりである（ただし、後記争点１、２に関



する名称の記載を除く。）。
（争点）
  １　構成要件Ｅ「昇降部材の下端部に索状伝達部材の一端を連結し」の充足性
    （原告の主張）
    (1)  「昇降部材」の意義は、蓋部を上方から吊り下げる機構と比べ、支柱の高
さを大幅に低くすることができるという本件考案の効果に照らして考えるべきであ
り、被告主張のように限定されるものではない。
      　本件考案の「昇降部材」は、「一定の上下方向長さを有する」ことと、そ
の下端部に連結した索状伝達部材により巻き上げるものとしたことの相乗効果によ
り、「例えばロープ等で上方から蓋部を吊り下げるような機構」と比べて、支柱を
低くすることができる（本件明細書【００２４】）という効果を生じるのである。
    (2)  イ号物件において「昇降部材」に相当するのは、別紙「イ号物件１図１」
及び「イ号物件２図１」各二点鎖線部分であり、その下端部にチェン（索状伝達部
材に相当する。以下同じ。）が連結されているから、上記構成要件を充足する。
    （被告の主張）
    (1)　「昇降部材」とは、蓋部を昇降させるための部材であって、蓋部を取り付
けた際に蓋部によるモーメント荷重を受けることができ、かつ、上下に移動できる
機能を有しているものをいう。
    (2)　イ号物件において、「昇降部材」に相当するのは、上下方向に長さを有し
上下端部にガイド輪を備えてガイドレールに沿い転動できるようにした「昇降台
車」であって、昇降台車及びこれとブラケットが昇降部材に相当するとしても、こ
れにチェンが連結されている位置は、その垂直方向中間部であって、下端部ではな
いから、上記構成要件を充足しない。
  ２　構成要件Ｆ「索状伝達部材の他端を適宜の巻き取り装置に連結し」の充足性
    （原告の主張）
    (1)　索状伝達部材の他端とは、荷重を受けて索状伝達部材としての機能を果た
している部分の他端をいうから、「連結」も、索状伝達部材の他端を固着すること
に限定されない。
    (2)　イ号物件において、チェンは、別紙「イ号物件１図２」及び「イ号物件２
図２」記載のとおり、巻き取り装置に「連結」されているから、上記構成要件を充
足する。
    （被告の主張）
    (1)　「連結」とは、少なくとも当該装置の使用中に離脱しないように結ばれて
いることをいう。
    (2)　イ号物件において、チェンは巻き掛け装置のギヤに噛み合い、昇降台車の
昇降のためにチェンが送られる際には、同チェンはギヤから離脱して順次送られる
（係合している）にすぎないのであって、チェンの昇降台車に連結されている側と
反対側の端部は巻き掛け装置に「連結」していないから、上記構成要件を充足しな
い。
  ３　権利の濫用（本件実用新案権の明らかな無効理由）
    （被告の主張）
    　本件考案は、その実用新案登録出願前に日本国内又は外国で頒布された次の
刊行物にすべて記載された公知技術の結合よりなるものであり、これらの公知技術
から当業者が極めて容易に想到し得るものであるから、新規性ないし進歩性に欠け
ることが明らかである。
    ①　DELIMON社製「Electric Barrel Pump BF-E」のカタログ（１９８９年２月
３日発行）（乙１）
    ②　兵神装備株式会社製「サニタリータイプ・ヘイシン・モーノポンプ」のカ
タログ（１９８９年４月発行）（乙２）
    ③　京町産業車輛株式会社製「キャリーリフトCL型シリーズ」のカタログ（１
９９０年４月発行）（乙３）
    （原告の主張）
    　否認する。
  ４　原告の損害  
    （原告の主張）１２７８万円（426000×60×0.5）
    (1)　イ号物件の１台当たりの販売価格（代理店仕切り価格）は４２万６０００
円である。
    (2)　被告による平成１１年６月末から同１２年１２月末までの間のイ号物件の



販売台数は合計６０台である。
    (3)　被告の粗利益率は５０パーセントである。
    （被告の主張） 
    (1)　認める。
    (2)　否認する。
    (3)　否認する。
第３　判断
  １　争点１（構成要件Ｅの充足性）について
    (1)　本件明細書の実用新案登録請求の範囲の記載によれば、本件考案の「昇降
部材」は、支柱に昇降自在に支持され、一定の上下方向長さを有するものであり、
かつ、昇降部材には蓋部を固定し、昇降部材の下端部にワイヤーロープ等の索状伝
達部材の一端が連結されるものである。
    (2)　本件明細書の考案の詳細な説明の欄と図面を参酌するに、甲２（別紙実用
新案登録公報、以下「本件公報」という。）によれば、次の事実が認められる。
      ア　【作用】の項に次の記載がある。
        　「このような構成の潤滑給油ポンプの容器等交換作業は次の通りであ
る。手動ウインチ等の巻き取り装置のハンドル回転操作により、ワイヤロープ等の
索状伝達部材を巻き取り、それにより昇降部材と共に蓋部を引き揚げ、その状態で
ドラム缶等の容器交換を行なう。」（本件公報４欄１６行～２０行）
      イ　【実施例】の項には、容器の近傍位置に立設される支柱が２本であり、
そのうちの支柱４５が昇降部材を支持し、他の支柱４６に滑車と巻き取り装置が設
けられている実施例が示されている。そして、昇降部材の説明として、次の記載が
ある。
        　「一方の支柱４５の外周面には、昇降部材として、上記支柱４５と略同
じ上下方向長さを有する円筒形の昇降ポール４７が上下方向移動自在に嵌合し、該
昇降ポール４７の上部位置にブラケット６０を介して蓋部２２が固定されてい
る。」（本件公報５欄１２行～１６行）
        　「昇降ポール４７の下端には、図２に示すようにフック５２が設けら
れ、該フック５２にはワイヤロープ等の索状伝達部材５３の一端が固定されてい
る。」（本件公報５欄３９行～４１行）
        　また、図２には、昇降ポール４７の外面最下端部にフック５２が設けら
れ、該フック５２に索状伝達部材５３の一端が連結された構造が図示されている。
        　なお、別の実施例の説明として、「１本の支柱にガイドレール等を介し
て昇降ポールを昇降自在に支持すると共に、同じ支柱に滑車及び巻き取り装置を取
り付けるようにすることもできる。」（本件公報６欄４６行～４８行）との記載も
ある。
      ウ　本件考案の効果として、【考案の効果】の項に次の記載がある。
        　「支柱４５に昇降自在に昇降部材（昇降ポール４７）を支持し、該昇降
部材の下端部に索状伝達部材５３の一端部を連結し、索状伝達部材５３を上方に延
ばして巻き取り装置５０により巻き上げるようにしているので、例えばロープ等で
上方から蓋部を吊り下げるような機構に比べると、支柱の高さを１／２程度に低く
することができ、トンネル等のような天井壁の低い場所への配置が簡単である。ま
た、支柱自体も重心が低くなって安定する。ちなみに、上方から吊り下げる構造の
場合は、ドラム缶の高さの２倍以上（概ね３ｍ以上）の支柱を必要とするが、本考
案の場合では支柱はドラム缶の高さより少し高い程度（略１．５ｍ）で済み、ポー
ル上昇時でも略２．４ｍ程度で済む。」（本件公報７欄８行～２０行）
    (3)　上記のような本件明細書の記載によれば、本件考案の「昇降部材」は、上
下方向に一定の長さを有し、支柱に昇降自在に支持され、蓋部を固定するものであ
り、容器交換作業時には、昇降部材の下端部に一端が連結された索状伝達部材を巻
き取り装置により巻き上げることにより、昇降部材が支柱を上昇し、これにより蓋
部を引き上げるという作用を行う部材をいうものと認められる（本件明細書の実施
例に即していえば、蓋部の固定はブラケットを介してするものであるから、「昇降
部材」には「ブラケット」も含まれると解しうるが、「昇降ポール」の全体が「昇
降部材」に該当することは明らかである。）。
      　また、本件考案においては、昇降部材の「下端部」に索状伝達部材の一端
を連結することが構成要件となっており、このような構成により、他の構成と相ま
って、本件考案は「例えばロープ等で上方から蓋部を吊り下げるような機構に比べ
ると…支柱の高さを…低くすることができ」るという効果を奏するものと本件明細



書に記載されているのであり、前記のような構成によってこのような効果を奏する
ことは原告も自認するところである。
    (4)　イ号物件の構造が別紙イ号物件１図１、２及び同２図１、２のとおりであ
ることは当事者間に争いがないところ、これらの各図と証拠（甲５、乙４の１ない
し３、乙５、６）によれば、イ号物件においては、支柱にガイドレールが設けら
れ、該ガイドレールに沿って、上下にガイド輪を有する板状の部材（被告のいう昇
降台車）が上下する構成になっており、この板状部材に固定されたブラケットによ
り蓋部を一体に固定しており、また、この板状部材にチェン５３の端部が連結され
ており、巻き取り装置によって板状部材をガイドレールに沿って上下に移動できる
ようにしたものであることが認められる。このようなイ号物件の構造と本件考案と
を対比すると、上記板状部材（被告のいう昇降台車）の全体がこれに取り付けられ
たブラケットと共に本件考案の「昇降部材」に該当することが明らかである。しか
るところ、前記各図によれば、イ号物件においては、索状伝達部材であるチェン５
３の一端は、昇降部材たる前記板状部材の上端（イ号物件１）又は中間部（イ号物
件２）に連結されているものであり、「下端部」に連結されていない。
      　これに対し、原告は、イ号物件の「昇降部材」に相当するのは、別紙イ号
物件１図１及び同２図１の各二点鎖線部であると主張するが、この主張は、単に、
全体として昇降部材である前記板状部材（昇降台車）及びこれに固定されたブラケ
ットのうち、チェンの連結された箇所より上の部分だけを「昇降部材」と称するも
のであって、何ら本件明細書に根拠を有するものではなく、採用に値しない。ま
た、イ号物件においては、昇降部材を支持する支柱の高さを低くすることができる
のは、蓋部を固定するブラケットの位置を蓋部よりも下方に長く設定したり、昇降
部材自体の上下方向の長さを短くしたことによる効果であると解されるから（別紙
イ号物件１図１及び同２図１参照）、実質的にみても、イ号物件は、本件考案が
「昇降部材の下端部に索状伝達部材の一端を連結」するという構成を採用したこと
による効果を奏しているとはいえない。
  　　　したがって、イ号物件は構成要件Ｅを充足しない。
　２　以上によれば、原告の請求は、その余の争点について判断するまでもなく、
いずれも理由がない。
    　大阪地方裁判所第２１民事部
    
    　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　小    松    一    雄
    
    
    　　　　　　　　　　　裁判官        阿    多    麻    子
    
    
          　              裁判官        田    中    秀    幸

                              物　件　目　録

      （製品名）
      　石川島汎用機サービス株式会社製のダイレクトポンプ
      
      （型式）
      　ＥＰＭ－２３０シリーズ
      （ＥＰＭ－２３０Ｌ、ＥＰＭ－２３０Ｂ
        ＥＰＭ－２３１Ｌ、ＥＰＭ－２３１Ｂ
        ＥＰＭ－２３２Ｌ、ＥＰＭ－２３２Ｂ）

別紙　イ号物件１
　　図１図２

別紙　イ号物件２
　　図１図２


